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ABSTRACT 
As part of the Science for RE-designing Science, Technology, and Innovation Policy 
(SciREX) project, the National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) is building 
data/information infrastructure. NISTEP held this workshop to promote the effective utilization 
of data/information infrastructure. The state of pioneering use by researchers was presented, and 
the future possibilities of utilization were discussed. 
Productivity in terms of papers and patents is an important point of discussion. Research 
findings delving into the concentration of patents at large corporations and the movement of 
inventors were presented. The importance of tracking individual researchers through inventor 
IDs and so on was also discussed. Additionally, policymakers and policy researchers 
exchanged ideas, such as the need for policymakers to make clear the logic behind their 
policies and the need for policy researchers to be aware of debates among policymakers from 
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2014 年 2 月 20 日（木） 13：00～18:00 （開場 12：30） 
2. 会場 
文部科学省 科学技術・学術政策研究所会議室(16B) 













13:00 第 1 部 データ・情報基盤への期待 
開会挨拶  
榊原 裕二 文部科学省 科学技術・学術政策研究所長 
 
（１）基調講演～科学技術イノベーション政策を支えるデータ・情報基盤とは～ 
黒田 昌裕 科学技術イノベーション政策のための科学推進委員会 主査 
（２）政策のための科学 データ・情報基盤の整備事業の概要 
富澤 宏之 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術・学術基盤調査研究室長 
赤池 伸一 一橋大学イノベーション研究センター教授 
  
  文部科学省 科学技術・学術政策研究所 客員研究官 
（３）「科学技術イノベーション政策における『政策のための科学』」へのデータ・情報基
盤の継続的な貢献 
小山 竜司 文部科学省 科学技術・学術政策局  企画評価課長 
 
14:00 第 2 部 データ・情報基盤の活用可能性 
（１）大学類型からみた国立大学の科学技術生産性の変動 
島 一則 広島大学 高等教育研究開発センター 准教授 
（２）研究資源の配分と論文生産性の分析 
青木 周平 一橋大学 経済学研究科 講師 
14:50 休憩 （15 分） 
（３）企業名辞書および IIP パテント DB のあり方に関する提言 
中村 健太 神戸大学 経済学研究科 准教授 
（４）サイエンスセクターのイノベーションへの貢献に関する分析 
元橋 一之 東京大学 工学系研究科 教授 
（５）特許出願の大企業集中に関する分析 
鈴木 潤 政策研究大学院大学 教授 
（６）発明者の移動と生産性に関する分析 
山内 勇 経済産業研究所 研究員 
大西 宏一郎 大阪工業大学 講師 
16:45 休憩 （15 分） 
 
17:00 第 3 部 データ・情報基盤による政策決定に向けて 
（１）パネルディスカッション 
パネリスト（50 音順）： 青木 周平、島 一則、鈴木 潤、中村 健太、元橋 一之、
山内 勇 
ファシリテーター： 富澤 宏之 
 
閉会挨拶 














































第 1 部 データ・情報基盤への期待 
開会挨拶  
榊原 裕二 文部科学省 科学技術・学術政策研究所長 
 
NISTEP では政策のための科学の中に位置づけられているデータ・情報基盤の整備を平










黒田 昌裕 科学技術イノベーション政策のための科学推進委員会 主査 
（発表資料 p23～） 
 
Science of Science Policy は Policy for Science と異なり、科学技術イノベーション政策
を科学的に実施するためのもので、第 4 期科学技術基本計画にも内容が記されている。GDP
の1%を科学技術イノベーションに投入するとき、1%である理由、使い方を示すのがScience 















（２）政策のための科学 データ・情報基盤の整備事業の概要  
富澤宏之 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 科学技術・学術基盤調査研究室長 




データ・情報基盤の構築は、政策のための科学の 4 本の柱の 1 つであり、2011 年度から


















































索、1971 年から実施している 8000 件余りの科学技術予測について、類似性の高い順に並










































第 2 部 データ・情報基盤の活用可能性 
 
（１）大学類型から見た国立大学の科学生産性の変動  











して分析した。データとしては、NISTEP の機関レベルデータ、科研費と COE の機関レベ
ルデータを使った。 
P15 の図は、横軸に科研費増分、すなわち COE 後の 5 年間の科研費件数から COE 前の
5 年間を引いた科研費の件数をとり、縦軸に 2002 年以降の COE の総件数をとって比較し
たものである。総合・旧帝大と総合・旧官大については、科研費増分と COE 件数が正の相
関を持つ。一方、総合・新制大と複合・新制大（ほぼ地方大）ではそうした関係はみられ
ない。また、いずれのグループも COE 後で科研費件数は増加している。 
P17 の図では、横軸に COE 前後 5 年間での論文数の増加、縦軸に同じくトップ 10%論
文数の増加をとり比較した。総合・旧帝大と総合・旧官大については、論文数、トップ 10%
論文数いずれも COE 後で増加している。一方、総合・新制大、複合・新制大（ほぼ地方大）































































モデルから導かれる 2 つ目の重要な結果である。 
 
Q；物価や賃金は、物品の質や教員の質と相関はないと理解してよいか。 









（３）企業名辞書および IIP パテント DB のあり方に関する提言  







研究用特許データベースの米国における先駆的事業として NBER（National Bureau of 
Economic Research）Patent Data Project がある。日本には同様の研究用特許データベー






































2005 年に出した論文で、大企業と中小企業の産学連携（UIC, University/Industry 
Collaboration）を比較したところ、中小企業の方が高い生産性を示すという結果が出た。












































































































○山内 勇 経済産業研究所 研究員 （発表者） 




























対象となった 33 万人の発明者の中で、移動経験者はその 7.7%、2 万 6000 人であった。



































第 3 部 データ・情報基盤による政策決定に向けて 
 
（１）パネルディスカッション 











































































































































































斎藤 尚樹 文部科学省 科学技術・学術政策研究所 総務研究官 
  
いつもよりも若手の実践者が多く、研究内容も野心的で、想像をはるかに超える刺激的
なワークショップとなり、主催者側として大変喜んでいる。発表も論文から特許、マクロ
からメゾレベルの分析もあり、バラエティに富んだ興味深いものであった。発表の中で、
①人や組織に注目したパネルデータの要望、②継続性の要望、③分野別の要望、④時間軸
の要望、⑤グローバルなデータの展開、接合の要望があった。限られたリソースとマンパ
ワーでどこまでできるか、文部科学本省のご理解は必須と思うが、検討していきたい。ま
た、今申し上げた内容について、パネルデータが整備できるとさらに有効な分析ができる
と期待している。現状では、特許、論文のどちらかだけに着目した設計になっているが、
それだけではなく、特許と論文の間のサイエンスリンケージが取れ、研究者の研究開発活
動のサイクルをパネル化して分析できればさらに役立つはずである。ぜひ進めていきたい。 
この取り組みは文部科学省のレベルだが、関係機関ネットワークでは、各省のファンデ
ィング機関、データ保有機関に参加いただいており、データ・情報基盤の事業のネットワ
ークは確実に広がっている。参加機関の扱う予算は、恐らく競争的資金の 8-9 割をカバーで
きているのではないかと考えている。個別の研究費のインプット、それによって得られた
成果、さらにそれに参画した研究者の情報を科研費番号、社会保障番号で紐づけることが
できれば理想的である。個人が追跡できるようになると、日本の研究開発の構造、パフォ
ーマンスがかなり見えてくると考えている。 
データ・情報基盤では、膨大なマンパワーをかけてレビューを行い、名寄せの作業をし
ている。これらをある程度、自律的にデータが集積されるシステム（autonomous data 
acquisition system）に作り変えることが重要であると考えている。この自動データ集積シ
ステムの構築を基本計画に記載するべきであると考え、折に触れて提案している。 
本ワークショップでは、政策担当者と政策研究者が一堂に会してデータ・情報基盤の方
向性を議論するとともに、最先端の研究成果に基づく質の高い専門的な議論もできたと思
う。このような集まりは有意義であり、今後も継続していきたいと思う。閉会にあたり、
発表いただいた皆様、また貴重なご意見をいただいた会場の皆様に対し、改めて感謝の意
を表したい。 
  
 
